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キヤノン IT ソリューションズ株式会社 御中 

  （お客様記名押印欄）                  

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿印 

 

ソフトウェア保守サービス 申込書 

 

 当社は、【別紙１】ソフトウェア保守サービス規約の内容に同意したうえで、キヤノン IT ソリューションズ株式会社

（以下、「CITS」といいます）から下記のとおり使用許諾されているソフトウェア製品の保守サービスを申し込みま

す。本申し込みを受託する場合には、別途当社宛てに「内容確認書」を提出してください。 

CITS は、お客様からご提供いただきました本書に記載の個人情報を、本書に基づく保守サービスの提供以外の目的に

利用いたしません。 

記 

「明細票」                ※太枠内に必要事項をご記入ください 

 

対象製品 Enterprise Imaging Platform Ver.1.5 

お客様 
 

連絡窓口 

 

 

（お客様） 

住 所 ： 

担当部署 ： 

ご担当者 ： 

電話番号 ： 

FAX番号   ： 

e メール ： 

（CITS） 

担当部署 ：デジタルサービス推進本部 

サポート専用サイト：www.canon-its.co.jp/products/image_platform/support/ 

e メール ：上記サポート専用 Web サイトに対して、お客様からの問い合わせがあった後、

CITS の e メールアドレスを通知します。 

保守サービス期間 年   月   日より １年間 

受付時間 CITS の営業日／9:00～12:00、13:00～17:00 

保守サービス料金 

および支払条件 

※該当する方を■で 

チェックしてください。 

□ （CITS に直接お申込いただく場合） 

保守サービス料金：CITS から別途お客様に交付する請求書に記載のとおり。 

支払条件：CITS から別途お客様に交付する請求書に記載のとおり。 

□ （販売店経由でお申込いただく場合） 

保守サービス料金および支払条件は、販売店から別途お客様に交付する請求書に記載のとおり。 

 

以 上 
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【別紙１】 

ソフトウェア保守サービス規約 

 
本規約は、キヤノンＩＴソリューションズ株式会社（以下、「弊社」といいます）が、お客様に対して、本書表紙の「明細票」（以下、「明細票」と

いいます）に記載された対象製品（以下、「対象製品」といいます）の保守サービスを実施することに関して定めたものです。 

 

第 1 条（保守サービスの委託） 

1. お客様は、対象製品の保守サービスを弊社に委託し、弊社は

これを受託するものとします。 

2. 前項に定める保守サービスの委託が、お客様から弊社の指定する

販売代理店（以下、「販売店」といいます）を通じて行われる場

合、お客様から販売店に対する本書表紙の「ソフトウェア保守

サービス 申込書」の提出および販売店から弊社への注文書の

発行をもって当該委託を行うものとします。 

 

第 2 条（保守サービスの内容） 

本規約に基づく保守サービスの内容は、本書の【別紙 2】保守

サービス仕様書（以下、「仕様書」といいます）に定めるとおり

とします。 

 

第 3 条（保守サービス期間および対応時間） 

保守サービス期間は、明細票記載のとおりとし、対応時間は仕様書

に記載のとおりとします。 

 

第 4 条（連絡窓口） 

お客様および弊社は、保守サービスに関する両者間の連絡窓口を

明細票記載のとおり定めるものとし、保守サービスの依頼、回答等

についてはかかる連絡窓口にのみ、原則として電子メールにて行

うものとします。なお、お客様および弊社は、相手方への書面

による通知をもって連絡窓口を変更できるものとします。 

 

第 5 条（保守サービス料金および支払方法） 

お客様は、本規約に基づく保守サービスの対価として、明細票

記載のとおり支払うものとします。 

万一、期限までに保守サービス料金が支払われなければ、弊社はお

客様に対し、保守サービスを実施しないものとします。 

 

第 6 条（責任の制限） 

1. 弊社は、保守サービスの実施にあたり、合理的な範囲で最善の

努力を尽くすものとします。ただし、弊社は、保守サービスの

結果について、また、対象製品のすべての瑕疵が訂正されること

ならびに対象製品が正常に作動し続けることを保証するもの

ではありません。 

2. 弊社は、対象製品のバグその他の瑕疵、保守サービスの実施に

おける対象製品の使用停止その他保守サービスに関連して、

お客様に直接または間接の損害が発生した場合であっても、

一切その責任を負わないものとします。 

3. 本条の規定は、本規約の終了にかかわらず効力を有するものと

します。 

 

第 7 条（機密保持） 

1. お客様または弊社は、相手方より機密である旨指定されて開示

を受けた相手方の営業上または技術上の事実・資料その他情報

（以下、「機密情報」といいます）を、本規約に定める目的以

外に使用しないとともに、機密として保持するものとし、第三

者に開示・漏洩・公表をしてはなりません。 

ただし、次の各号のいずれかに該当するものについては、この

限りではありません。 

(1) 知得した時、既に公知の情報 

(2) 開示を受ける以前に、受領者が既に知得していた情報 

(3) 知得した後、自己の責に帰し得ない事由により公知となった

情報 

(4) 正当な権限を有する第三者から、機密保持義務を負わずに

知得した情報 

(5) 相手方から開示された機密情報によらずに、受領者が独自

に開発した情報 

2. 本条の規定は、本規約の有効期間終了後も 1 年間有効に存続す

るものとします。 

 

第 8 条（契約期間および解約） 

1. 本規約の有効期間は、明細票に定める保守サービス期間とします。

ただし、期間満了の 1 ヶ月前までにお客様または弊社のいずれか

一方から相手方に対し本規約終了の申し出があった場合を除き、

本規約は更に 1 年間継続するものとし、その後も同様とします。 

2. お客様および弊社は、相手方の債務不履行が相当期間を定めてした

催告後も是正されないときは、本規約を解除することができます。 

3. お客様および弊社は、相手方に次の各号に掲げる事由の一が

生じたときには何らの催告なく直ちに本規約を解除すること

ができます。 

(1) 重大な過失または背信行為があったとき 

(2) 支払の停止があったとき、または仮差押、差押、競売、破

産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しく

は特別清算開始の申立があったとき 

(3) 手形交換所の取引停止処分を受けたとき 

(4) 公租公課の滞納処分を受けたとき 

4. お客様および弊社は、相手方に対し 2 ヶ月前までに書面で通知する

ことにより、本規約を中途解約することができるものとします。 

5. 前項の定めに基づき、本規約の有効期間満了前に終了した場合と

いえども、弊社は、お客様から受領した保守サービス料金は返還

しないものとします。ただし、弊社の責に帰すべき事由によ

り本規約が終了した場合には、弊社は、お客様から受領した保

守サービス料金のうち、当該終了の時点における未経過分に相

当する保守サービス料金をお客様に返還するものとします。 

6. お客様が本規約を一旦解約し、将来において再度保守サービス

の再開を希望する場合、お客様は、再開時における弊社または

販売店所定の保守サービス料金の他に、弊社または販売店所定

の再開料金を支払うものとします。 

 

第 9 条（権利義務譲渡の禁止） 

お客様は、弊社の書面による事前の承諾を得ずに、本規約に

基づく契約上の地位を第三者に承継させ、あるいは本規約から

生じる権利義務の全部または一部を第三者に譲渡し若しくは

引き受けさせ、または担保に供してはなりません。 

 

第 10 条（反社会的勢力との取引等の禁止） 

1. お客様および弊社は、自己（役員を含む）が反社会的勢力（暴力団を

含むがこれに限らず、また団体、個人を問わない）の関係者に

該当しないことをここに表明するものとし、また、当該関係者と

取引し、または交際しないことを約するものとします。 

2. お客様および弊社は、相手方が前項に違反し、またはそのおそれ

がある場合には、何らの催告なく、本契約を解除することが

できるものとします。 

 

第 11 条（本規約の変更） 

弊社は、1 ヶ月前の書面による通知により、本規約の条項を

変更することができます。この場合、本規約の条項の変更は

遡及して適用されることはないものとします。 

 

第 12 条（その他） 

1. 本規約は、日本国の法律に準拠し、日本国の法律に基づいて

解釈されるものとします。 

2. 本規約に関し、訴訟の必要が生じた場合には、東京地方裁判所を

第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

3. 本規約の規定は、本規約の主題に関し、弊社、販売店その他第

三者とお客様との間で締結したあらゆる契約の規定に優先し

て適用されるものとします。    

       以上
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【別紙２】 保守サービス仕様書 

 

１．定義 

（１）「メジャーバージョン」とは、対象製品のバージョン番号のうち、1 つ目の小数点の左側の番号をいいます。 

（２）「マイナーバージョン」とは、対象製品のバージョン番号のうち、1 つ目の小数点の右側の番号であり、かつ、2 つ目の小数点

の左側の番号をいいます。 

（３）「リビジョン」とは、対象製品のバージョン番号のうち、2 つ目の小数点の右側の番号をいいます。 

（４）「メジャーアップグレード」とは、メジャーバージョンの変更によって表わされる対象製品の操作性や機能の追加・改良をいい

ます。 

（５）「マイナーアップグレード」とは、マイナーバージョンの変更によって表わされる対象製品の操作性や機能の追加・改良をいい

ます。 

（６）「アップグレード」とは、メジャーアップグレードおよびマイナーアップグレードの総称をいいます。 

（７）「アップデート」とは、リビジョンの変更によって表わされる対象製品のエラーの修正、関連資料の訂正、更新をいいます。 

 

２． 保守サービスの内容 

 

（１）電子メールサポート 

対象製品に関するお問合せに、原則として電子メールにて対応いたします。 

（対象製品の操作方法のお問合せについては、マニュアルに記載の事項に限ります） 

お問合せの際は、有効かつ円滑な問合せ対応のため必要となる情報をご提供いただきますよう、ご協力をお願いいたします。 

なお、問合せ対応は、以下の内容をもって完了とさせていただきます。 

① お問合せに対し、回答を提示した場合 

② お問合せに対する原因の解明および対策方法を提示した場合 

③ お問合せが対象製品の仕様に関わるもので、仕様どおりに動作していることを確認し、その旨提示した場合 

④ 弊社の責に帰すことのできない事由により、お問合せに対する有効な回答または対策を提示できないことが判明した場合 

⑤ お問合せ内容が、下記６．に記載されている保守サービスの対象外事項であると確認され、その旨提示した場合 

 

（２）インターネットによる情報提供 

サポート専用Ｗｅｂサイトで、弊社独自の製品情報を提供いたします。 

（ＵＲＬ、ログイン情報などは、ご契約後にご案内いたします） 

 

（３）瑕疵対応 

対象製品にバグ等の瑕疵が発見され、その旨お客様から弊社へご連絡いただいた場合、弊社は、当該瑕疵を合理的かつ最善の努

力を尽くして取り除くよう対応いたします。 

ただし、この瑕疵対応は、弊社が瑕疵を確認し検査するために必要な情報をお客様から弊社にご提供いただき、かつ弊社が当該

瑕疵を確認した場合に限られます。 

また、調査の結果瑕疵でなかった場合、調査費用を請求する場合がございます。 

（４）アップグレード・アップデートの通知および提供 

対象製品に関し、アップグレードまたはアップデートが提供可能になった場合、その提供開始日を通知いたします。 

また、対象製品の（i）アップデートおよび（ii）マイナーアップグレードのうち、弊社が保守サービスの範囲で提供することが妥当と

判断するものを提供いたします。 

お客様が、メジャーアップグレード等、保守サービスの範囲で提供されないものについて提供を希望する場合、弊社は（弊社が

妥当と判断するものについて）別途有償にて提供いたします。 

お客様は、弊社より提供されたアップグレード版およびアップデート版を弊社所定の使用許諾契約に定める対象製品として、当

該使用許諾契約に基づき使用することができます。 
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３． 保守サービスの対象 

弊社は、すべてのアップグレード版・アップデート版を含む対象製品に対して保守サービスを提供します。 

但し、(i)弊社がマイナーアップグレードを提供可能にしたら、2 つ前のマイナーバージョン（それに基づくリビジョンも含みます）に

ついては、その時点から 1 年後に保守サービスが終了し、(ii)弊社がメジャーアップグレードを提供可能にしたら、1 つ前のメジャーバ

ージョン（それに基づくマイナーバージョン、リビジョンも含みますが、上記(i)に基づき終了することになるマイナーバージョンとリ

ビジョンを除きます）については、それから 3 年後に保守サービスが終了するものとします。上記にかかわらず、Ver.1.5 に関する保

守サービスは、2028 年 1 月 1 日以降においては、弊社の定める本書の【別紙 3】記載の限定保守の範囲に限り提供されるものとしま

す。 

例．「Ver.1.2 が 2013 年 9 月 1 日に提供可能になった場合、Ver.1.0.x に対する保守サービスは 2014 年 8 月 31 日に終了しま

す。」 

「Ver.2.0 が 2015 年 4 月 1 日に提供可能になった場合、Ver.1.x.x（Ver.1.1.x、Ver.1.2.x を含みますが、上記に基づいて

終了することとなる Ver1.0.x は除きます）に対する保守サービスは 2018 年 3 月 31 日に終了します。」 

※上記例は、疑義を防ぐ目的での例示であり、対象製品のロードマップやプランを表すものではありませんのでご注意ください。 

 

４． 注意事項 

お客様は、弊社から上記２（４）に基づき、アップグレード・アップデートが提供された場合、対象製品を当該最新のアップグレード

版・アップデート版に切り替えるよう努めるものとします。 

 

５． 保守サービス対応時間 

 弊社の営業日／９：００～１２：００、１３：００～１７：００ 

 

６． 保守サービスの対象外事項 

以下の事項につきましては、保守サービスの対象外とさせていただきます。 

① 対象製品のマニュアルに記載されている推奨環境以外でのご利用における障害への対応 

② 対象製品のマニュアルに記載されている事項以外に関するお問合せへの対応 

③ お客様の個別案件における対象製品の利用方法、開発手法等に関するコンサルティング 

④ 対象製品を使用して開発した開発アプリケーション（以下、「開発アプリケーション」といい 

ます）に関する保守業務 

⑤ 対象製品以外のハードウェアおよびソフトウェアに関する修理その他の保守業務 

⑥ 対象製品を弊社の事前の了解なく変更または改変したことにより対象製品に生じた障害への対応 

⑦ 通信回線の障害等、弊社の責に帰すことのできない事由、または対象製品に接続または連動されたコンピュータおよびソフ

トウェア等に起因する事由により対象製品の稼動に障害が生じた場合の対応 

⑧ ソフトウェア（対象製品のバージョンアップ版を含みます）のインストールおよび除去作業 

⑨ データ、ファイル等の復旧作業 

⑩ ハードウェアの設置、移動および撤去作業 

なお、弊社の対応が可能な場合において、お客様の要請により弊社が上記の各業務を実施したときは、かかる弊社のサービスを受けた

月の翌月末日までに、保守サービス料金とは別に、弊社または販売店所定の料金をお支払いいただきます。 

 

７． 時間外保守サービス料金 

弊社の対応が可能な場合において、お客様の要請により弊社が対応時間外に保守サービスを実施したときは、かかる対応時間外の保守

サービスを実施した月の翌月末日までに、保守サービス料金とは別に、弊社または販売店所定の料金をお支払いいただきます。 

 

８． 再契約時の再開料金 

【別紙 1】ソフトウェア保守サービス規約の第８条第６項に定める弊社または販売店所定の料金は、以下の計算式によって算出され

ます。 

 再開料金 ＝ 再開時の保守サービス料金の１ヶ月分相当額 × 保守サービスの中断期間×1.5 

以上 
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【別紙 3】限定保守 サービス内容 

 

限定保守は、【別紙 2】保守サービス仕様書「2. 保守サービスの内容」に定める内容を以下に変更のうえ適用するものとします。 

 

（１）電子メールサポート 

対象製品に関するお問合せに、原則として電子メールにて対応いたします。 

対象製品の操作方法のお問合せについては、マニュアルに記載の事項に限ります。 

製品マニュアルや過去のナレッジをもとにした問合せ対応のみとなります。 

過去に発生していない事象が発生した場合、対応できない場合がございます。 

お問合せの際は、有効かつ円滑な問合せ対応のため必要となる情報をご提供いただきますよう、ご協力をお願いいたします。 

なお、問合せ対応は、以下の内容をもって完了とさせていただきます。 

① お問合せに対し、回答を提示した場合 

② お問合せに対する原因の解明および対策方法を提示した場合 

③ お問合せが対象製品の仕様に関わるもので、仕様どおりに動作していることを確認し、その旨提示した場合 

④ 弊社の責に帰すことのできない事由により、お問合せに対する有効な回答または対策を提示できないことが判明した場合 

⑤ お問合せ内容が、下記６．に記載されている保守サービスの対象外事項であると確認され、その旨提示した場合 

⑥ お問合せ内容について、弊社が保有する製品マニュアル、FAQ、過去の対応実績等のナレッジを調査した結果、該当する情報

が存在しないことを確認し、その旨提示した場合 

 

（２）インターネットによる情報提供 

  サポート専用Ｗｅｂサイトで、弊社独自の製品情報を提供いたします。 

  （ＵＲＬ、ログイン情報などは、ご契約後にご案内いたします） 

 

（３）瑕疵対応 

瑕疵対応の対象は、2027 年 12 月末時点で当社が把握している既知の不具合（既知バグ）に起因する事象に限ります。 

当該既知バグに対するパッチ等については、2027 年 12 月末時点でご提供可能なもののみを提供いたします。新たな不具合

の解析、修正プログラムの開発、機能改善、OS・ミドルウェア等の動作環境対応は対象外となります。 

また、お問い合わせまたは調査の結果、製品の瑕疵ではないと判断された場合で、お客様から追加調査や個別対応をご要望い

ただく際は、別途ご相談のうえ有償対応とさせていただく場合があります。 

 

（４）アップグレード・アップデートの通知および提供 

本限定保守においては、アップグレード版およびアップデート版の提供は行いません。機能追加、性能改善、動作環境対応等

を含む製品アップデートをご希望の場合は、Ver.2.0 へのバージョンアップをご検討いただきますようお願いいたします。 

 

 

以上 

 


